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１．はじめに
　在宅医療推進に向けて、2008 年の診療報酬改定
から退院調整や退院支援のあり方が問われてきてい
た。2012 年度には退院支援部署の設置、2016 年度
は退院支援看護師注１等の病棟への配置を要件とする
退院支援加算が設定され、さらに 2018 年度改定で
は、退院支援を入退院支援として入院前から退院後
までのケアを含むこととなった。
　戸村ら 1) は、2010 年と 2014 年に全国 100 床以上
の一般病院では、退院支援看護師の 9 割が退院支援
部署に配置され、退院支援部署設置や退院支援看護
師の活動が在宅復帰注 2 に有効であることを報告して
いる。しかし、A 県の退院支援看護師の配置や必要
とされる能力等は明らかではない。
　そこで、本研究では、入院時から在宅療養支援に
向けて、切れ目のない継続看護ができるように、A
県内一般病院における退院支援看護師の配置状況等
の体制と在宅復帰との関係を明らかにすることとし
た。

２．研究方法
　A 県内一般病床を有する 120 病院の看護代表者を
対象に、2018 年 2 月、郵送による無記名自記式調
査を実施した。調査内容は、1) 基本属性（許可病床

数、平均在院日数、在宅復帰率）、2) 退院支援体制
（退院支援部署設置、病棟の退院支援看護師配置、
退院支援加算算定状況、退院支援看護師選出上の考
慮点）とした。
　在宅復帰率は、2017 年 8 月～ 2018 年 1 月までの
6 か月間の平均とした。分析は、退院支援部署設置
の有無と在宅復帰率との関係を二項回帰分析、退院
支援部署設置の有無と平均在院日数との関係をポア
ソン回帰分析で検討し、自由記載は質的に分析し
た。統計ソフトは HAD16_0202）を用いた。なお、
本学倫理委員会の承認（受付番号 17-69）を得た
後、依頼文書に倫理的配慮を記載し、個別の返送を
以て承諾とした。

３．結果
　回収 34 病院（有効回答率 28.3％）を分析した。
1) 病院の基本属性
　許可病床数は、100 床以上が 20 施設（58.8％）、
99 床以下が 7 施設（29.2％）であった。在宅復帰率
を病床規模別にみると、100 床以上が中央値 91.0％

〔82.7,93.4〕、99 床以下が中央値 88.1％〔84.2,91.0〕で
あった。平均在院日数を病床規模別にみると、100
床以上が中央値 13.8 日〔11.2,19.9〕、99 床以下が中
央値 23.9 日〔17.6,30.0〕で、有意な差があった（p
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＝ .008）。
　 退 院 支 援 部 署 を 設 置 し て い た の は 26 施 設

（76.5％）で、病床規模別の内訳は、100 床以上が 16
施設、99 床以下が 10 施設であった。退院支援部署
の職員構成は、看護職と社会福祉士又は介護支援
専門員配置が 21 施設（61.7％）、看護職のみ 4 施設

（11.8％）、社会福祉士のみ 1 施設（2.9％）で、25 施
設（73.5％）が退院支援部署に看護職を配置してい
た。病床規模別に比較すると、看護職と社会福祉士
又は介護支援専門員配置は 100 床以上 14 施設、99
床以下が７施設であった。
2) 退院支援部署の設置状況
　退院支援部署を設置していた病院の背景は、居宅
介護支援事業所併設 12 施設（46.2％）、訪問看護ス
テーション併設 13 施設（50.0％）、退院支援看護師
の病棟への配置 17 施設（65.4％）、病床数 100 床以
上 16 施設（61.5％）、退院支援加算 1 算定 18 施設

（69.2％）、退院支援加算 2 算定 3 施設（11.5％）、退
院後訪問指導加算算定 7 施設（26.9％）であった。
　退院支援部署の有無と在宅復帰率との関係をみる
と、病床数に関わらず、退院支援部署がある方が在
宅復帰率は高い傾向があった（p<.10、表 1）。しか
し、平均在院日数には退院支援部署の有無は関係な
かった（表 2）。
3) 退院支援看護師の病棟配置の状況
　退院支援看護師を病棟に配置していたのは、20 施
設（58.8％）であった。病床規模別にみると、100

床以上が 15 施設、99 床以下が 5 施設であった。ま
た、各病棟の配置数をみると、1 病棟１人配置が 14
施設（70.0％）、1 病棟 2 人以上が 5 施設（25.0％）、
2 病棟１人が１施設（5.0％）であった。病床規模別
にみると、100 床以上の場合は 1 病棟 1 人が 11 施設
を占め、1 病棟 2 人以上が 3 施設あり、99 床以下の
場合は1病棟1人が3施設、1病棟2人が2施設であっ
た。
4) 退院支援加算算定状況
　退院支援加算算定 24 施設（70.6％）のうち、退院
支援加算 1 算定は 20 施設（58.8％）、退院支援加算
2 算定は 4 施設（11.8％）、退院後訪問指導加算算定
は7施設（20.6％）であった。病床規模別にみると、
100 床以上では退院支援加算 1 算定が 14 施設、退院
支援加算 2 算定が 3 施設、退院後訪問指導加算が 5
施設あった。
　99 床以下では退院支援加算１算定が 6 施設、退院
支援加算 2 算定が 1 施設、退院後訪問指導加算が 2
施設であった。
5) 退院支援看護師選出上の考慮点
　病院の看護代表者が、自施設の退院支援看護師
の選出で考慮していることに関する自由記述（Ｎ
＝ 34）をコード化し、意味内容の類似性で分類し
た。以下、カテゴリーを【　】、サブカテゴリーを

『　』、コードを「　」で示す。【資格】【経験】【看護
技術・スキル】【関心・意欲・認識】【労務管理】の 5
カテゴリーが得られた。
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表1.退院支援部署設置の有無による背景の状況 
                         退院支援部署設置 

病院の背景      カテゴリ  あり（26 施設） なし（6 施設） 
居宅介護支援事業所併設   あり 13 12（46.2％） 1（16.7％） 
              なし 4 3（11.0％） 1（16.7％） 
訪問看護ステーション併設  あり 15 13（50.0％） 2（33.3％） 
              なし 2 2（ 7.7％） 0（ 0.0％） 
退院支援看護師の病棟配置  あり 20 17（53.1％） 3（ 9.4％） 
              なし 12 9（34.6％） 3（50.0％） 
病床数 100 床以上      あり 19 16（61.5％） 3（50.0％） 
              なし 13 10（38.5％） 3（50.0％） 
退院支援加算 1 算定     あり 20 18（69.2％） 2（33.3％） 
              なし 7 4（15.4％） 3（50.0％） 
退院支援加算 2 算定     あり 4 3（11.5％） 1（16.7％） 
              なし 23 19（73.1％） 4（66.7％） 
退院後訪問指導加算算定   あり 7 7（26.9％） 0（ 0.0％） 
              なし 20 15（57.7％） 5（83.3％）   

 
表 2.退院支援部署の有無と在宅復帰率との関係 

回帰係数    目的変数＝在宅復帰率 
   変数名    係数  95％下限  95％上限  p 値 
  切片 0.399 -1.573 2.371 .692 
  退院支援部署 0.808 -0.042 1.658 .062（p＜.10） 
  病床数 0.326 -0.321 0.973 .323  
 
表 3.退院支援部署の有無と平均在院日数との関係 

回帰係数   目的変数＝平均在院日数 
   変数名    係数  95％下限  95％上限  p 値 

切片 3.937 3.005 4.869 .000 
退院支援部署 0.124 -0.158 0.406 .388  
病床数 -0.409 -0.771 -0.047 .027（p＜.05） 

    
 

表１　退院支援部署の有無と在宅復帰率との関係

表２　退院支援部署の有無と平均在院日数との関係
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　退院支援看護師の【資格】では「介護支援専門
員」の『登録資格』や「退院支援看護師研修会修
了」「訪問看護師養成講習会修了」などの『準資格』
を考慮し、【経験】については、『豊富な看護職経
験』や『在宅看護・介護の経験』を重視していた。

【看護技術・スキル】では、『患者・家族・多職種と
のコミュニケーション能力』、「情報収集・アセスメ
ント・判断力」などの『退院後のケアバランスの見
積力』や「在宅での暮らしを見越したケア」、「適切
なアドバイス」などの『退院後のケアバランスの調
整力』を必要としていた。また、選出については、

『退院支援への興味』『関心』『意欲』などの【関心・
意欲・認識】と、「交替制勤務をしない」「看護師や
病棟との兼務を避ける」等【労務管理】上の配慮も
考えていた。

４. 考察
　本研究は、A 県内一般病院 34 施設のデータであ
り、一般化は難しい。しかし、A 県内の退院支援体
制の実態と在宅復帰率の関係を明らかにできたこと
から、今後の退院支援体制を整備する上で有用性が
ある。
　退院支援部署の有無と在宅復帰との関係について
は、退院支援部署を設置している方が在宅復帰率が
高かった。このことは、退院支援部署の看護職が役
割意識をもって、在宅への退院支援に取り組んでい
ることを示している 3) 〜 5)。次に退院支援看護師の病
棟配置と在宅復帰との関係については、退院支援看
護師を病棟に配置している方が在宅復帰率は高かっ
たことを支持していると言える。
　次に、病院の看護代表者は、自施設の退院支援看
護師を選出する上で、資格や経験、退院支援への関
心・意欲があり、コミュニケーション能力が高い人
を考慮していた。さらに、訪問看護や退院支援の現
任教育を受け、退院支援に必要な知識・技術を十分
に備えた人材を選出するとしていた。病棟に配置さ
れた退院支援看護師が役割を発揮するには、退院支
援部署や病棟看護師との連携、知識・技術を十分に
身に着ける必要があるとされる 6) ～ 12) ことと関連す
る。しかし、これらの考慮点のみでは退院支援実践
力が高い看護職が退院支援看護師として退院支援に
従事しているかは明確にはなっていないので、今後
の課題としたい。

５. 結論
　退院支援部署及び病棟の退院支援看護師配置等の
退院支援体制が整備されることが在宅復帰を高める
要因と示唆された。また、看護代表者は退院支援看
護師を選出する際に、介護支援専門員の資格や退院
支援看護師研修会等の受講、在宅看護・介護の経
験、コミュニケーション能力などを考慮していた。

注
注１：退院支援看護師とは退院支援部署や病棟で退
院支援業務を専従や兼務で行っている看護職員をい
う。
注 2：在宅復帰率は入院患者のうち在宅領域へ退院
した人数割合を示したものである。
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